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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　軸体と、上記軸体の外周に、直接もしくは他の層を介して形成される抵抗調整層と、上
記抵抗調整層の外周に形成される表層塗膜とを備えた帯電ロールであって、上記抵抗調整
層の表面が凹凸粗面に形成され、粗面形成用粒子が、その一部を上記抵抗調整層表面の凹
部内に嵌入させ他の部分を上記抵抗調整層表面から突出させた状態で、上記表層塗膜を介
して抵抗調整層に固着されており、上記表層塗膜の厚みが４μｍ以下で、上記粗面形成用
粒子の表層塗膜からの理論露出率が５０％以上に設定されていることを特徴とする帯電ロ
ール。
【請求項２】
　上記抵抗調整層の表面粗さ（Ｒａ）が０．５～１．０μｍに設定され、上記粗面形成用
粒子の平均粒径が３～６μｍに設定されている請求項１記載の帯電ロール。
【請求項３】
　上記抵抗調整層の表面粗さ（Ｒａ）が１．０μｍ～２．０μｍに設定され、上記粗面形
成用粒子の平均粒径が５～８μｍに設定されている請求項１記載の帯電ロール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複写機，プリンタ，ファクシミリ等の電子写真装置に用いられる帯電ロール
に関するものである。
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【背景技術】
【０００２】
　一般に、電子写真複写機による複写は、つぎのようにして行われている。すなわち、ま
ず、感光ドラムを帯電させ、その感光ドラム表面に原稿像を、光学系を介して投射し、光
が投射された部分の帯電を打ち消すことにより、静電潜像を形成する。つぎに、上記静電
潜像にトナーを付着させてトナー像を形成した後、このトナー像を、複写紙に転写して、
複写画像を得るのである。
【０００３】
　上記静電潜像の形成に先立って感光ドラム表面を帯電させる方式としては、近年、帯電
ロールによる帯電方式が多く採用されている。そして、上記帯電方式に用いられる帯電ロ
ールとしては、例えば、軸体の外周に、導電性弾性体からなる抵抗調整層が形成され、さ
らにその外周に、塗膜により保護層を形成したものが知られている。
【０００４】
　上記保護層は、通常、ポリアミド系樹脂、フッ素系樹脂、アクリル樹脂、ウレタン樹脂
等の樹脂を主成分とする材料に導電剤を配合したものを、有機溶剤に溶解もしくは分散し
てコーティング液とし、これを、上記抵抗調整層の外周に、薄く塗工することによって得
られる。しかし、上記コーティング液塗工時に、導電剤が沈殿する等の理由から、塗膜に
含有される導電剤に偏りが生じ、場所によっては、導電剤を殆ど含まないスキン層が形成
される場合がある。
【０００５】
　このように、保護層に、部分的にスキン層が形成されると、帯電むらが生じたり、ロー
ルへの印加をオフにしてもロール表面に電荷が残留したりするため、耐久劣化後に画像の
不具合を招きやすいという問題がある。また、帯電性能が不充分であると、この帯電ロー
ルを組み込んだ電子写真複写機等における電源コストが高くなり、経済的に好ましくない
という問題もある。
【０００６】
　そこで、このようなスキン層の形成を防止し、保護層表面に適度な凹凸を形成して帯電
性能を向上させることが検討されている。例えば、図４に示すように、保護層３に、大粒
径の粒子４と小粒径の粒子５の２種類の粒子を添加して、その表面に凹凸を形成したもの
が提案されている（例えば特許文献１参照）。なお、２は抵抗調整層（弾性層）である。
【特許文献１】特開２００３－３１６１１１公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上記のように、大小２種類の粒子４、５を保護層３に含有させるには、
保護層３の膜厚を比較的厚くせざるを得ず、表面抵抗と体積抵抗の差が大きくなるため、
帯電性能、耐久劣化後の画像評価において、要求されるような優れた特性のものは得られ
ていないのが実情である。
【０００８】
　本発明は、このような事情に鑑みなされたもので、優れた帯電性能を備え、長期にわた
って良好な画像を得ることのできる帯電ロールの提供を、その目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記の目的を達成するため、本発明は、軸体と、上記軸体の外周に、直接もしくは他の
層を介して形成される抵抗調整層と、上記抵抗調整層の外周に形成される表層塗膜とを備
えた帯電ロールであって、上記抵抗調整層の表面が凹凸粗面に形成され、粗面形成用粒子
が、その一部を上記抵抗調整層表面の凹部内に嵌入させ他の部分を上記抵抗調整層表面か
ら突出させた状態で、上記表層塗膜を介して抵抗調整層に固着されており、上記表層塗膜
の厚みが４μｍ以下で、上記粗面形成用粒子の表層塗膜からの理論露出率が５０％以上に
設定されている帯電ロールを第１の要旨とする。
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【００１０】
　また、本発明は、そのなかでも、特に、上記抵抗調整層の表面粗さ（Ｒａ）が０．５～
１．０μｍに設定され、上記粗面形成用粒子の平均粒径が３～６μｍに設定されている帯
電ロールを第２の要旨とし、上記抵抗調整層の表面粗さ（Ｒａ）が１．０μｍ～２．０μ
ｍに設定され、上記粗面形成用粒子の平均粒径が５～８μｍに設定されている帯電ロール
を第３の要旨とする。
【００１１】
　すなわち、本発明者らは、前記課題を解決するため鋭意研究を重ね、その過程で、帯電
ロールの帯電性能および耐久劣化後の画像評価を向上させるには、最外層である保護層の
厚みをできるだけ薄くするとともに、感光ドラムと帯電ロールの外周面との接触面積を減
少させ、その隙間において一定の放電領域を確保することが必要であるとの知見を得た。
そこで、保護層の厚みをごく薄く設定することができ、しかも感光ドラムとの接触面積を
減少させることのできる帯電ロールの表面構造について、さらに研究を重ねた結果、抵抗
調整層の表面を、凹凸粗面に形成し、その上に、４μｍ以下のごく薄い表層塗膜を形成す
るとともに、その表層塗膜を介して、粗面形成用粒子を、その一部を上記抵抗調整層表面
の凹部内に嵌入させ他の部分を上記抵抗調整層表面から突出させた状態で固着させ、この
ときの粗面形成用粒子の表層塗膜からの理論露出率が５０％以上となるよう設定すると、
粗面形成用粒子によって均一な凹凸粗面が形成され、また、上記粗面形成用粒子と抵抗調
整層凹部の底部との間に空隙が形成され、その空隙によって、放電領域がより大きくなる
ため、非常に均一で安定した帯電性能を備えた帯電ロールが得られることを見いだし、本
発明に到達した。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の帯電ロールは、内側に設けられる抵抗調整層の表面を、凹凸粗面に形成し、そ
の上に、４μｍ以下のごく薄い表層塗膜を形成するとともに、その表層塗膜を介して、粗
面形成用粒子を、その一部を上記抵抗調整層表面の凹部内に嵌入させ他の部分を上記抵抗
調整層表面から突出させた状態で固着させ、このときの粗面形成用粒子の表層塗膜からの
理論露出率が５０％以上となるよう設定したものである。この構成によれば、粗面形成用
粒子によって均一な凹凸粗面が形成され、また、上記粗面形成用粒子と抵抗調整層凹部の
底部との間に空隙が形成されて放電領域が増大している。したがって、従来のような帯電
むらが生じず、非常に均一で安定した帯電性能を備えた帯電ロールとなる。
【００１３】
　そして、本発明の帯電ロールを用いて得られる画像は、長期にわたって画像不具合を発
生することなく、良好である。さらに、優れた帯電性能を備えているため、これを組み込
んだ装置において、電源コストの低減化を実現することができる。
【００１４】
　なお、本発明の帯電ロールのなかでも、特に、上記抵抗調整層の表面粗さ（Ｒａ）が０
．５～１．０μｍに設定され、上記粗面形成用粒子の平均粒径が３～６μｍに設定されて
いるもの、あるいは、特に、上記抵抗調整層の表面粗さ（Ｒａ）が１．０μｍ～２．０μ
ｍに設定され、上記粗面形成用粒子の平均粒径が５～８μｍに設定されているものは、と
りわけ優れた帯電性能を備えている。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　つぎに、本発明の実施の形態について説明する。ただし、本発明は、この実施の形態に
限られるものではない。
【００１６】
　本発明の帯電ロールは、例えば、図１に示すように、軸体１の外周面に沿って抵抗調整
層２が形成され、さらに上記抵抗調整層２の外周面に、表層塗膜１０が形成された構成に
なっている。
【００１７】
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　より詳しく説明すると、上記抵抗調整層２の表面は、その模式的な拡大断面図である図
２に示すように、凹凸粗面に形成されており、その凹凸に沿って、非常に薄い表層塗膜１
０が形成されている。そして、上記表層塗膜１０を介して、粗面形成用粒子１１が、その
一部を上記抵抗調整層２表面の凹部内に嵌入させ他の部分を上記抵抗調整層２表面から突
出させた状態で、抵抗調整層２に固着されている。
【００１８】
　上記帯電ロールの軸体１としては、特に限定されるものではなく、中実体であっても、
中空円筒体であってもよい。そして、その形成材料についても、特に限定されず、例えば
、アルミニウム、ステンレス等の金属材料等があげられる。なお、必要に応じ、軸体１の
表面に接着剤、プライマー等を塗布してもよい。また、接着剤、プライマー等には、必要
に応じて導電化を行ってもよい。
【００１９】
　上記軸体１の外周面に形成される抵抗調整層２の形成材料としては、特に限定されるも
のではなく、例えば、ポリウレタン系エラストマー、ヒドリンゴム（ＥＣＯ等）、スチレ
ン－ブタジエンゴム（ＳＢＲ）、ポリノルボルネンゴム、エチレン－プロピレン－ジエン
ゴム（ＥＰＤＭ）、アクリロニトリル－ブタジエンゴム（ＮＢＲ）、水素化アクリロニト
リル－ブタジエンゴム（Ｈ－ＮＢＲ）、ブタジエンゴム（ＢＲ）、イソプレンゴム（ＩＲ
）、天然ゴム（ＮＲ）、シリコーンゴム等があげられ、単独で用いても二種以上を併用し
てもよい。
【００２０】
　そして、上記抵抗調整層２の形成材料には、導電性付与のため、カーボンブラック、グ
ラファイト、チタン酸カリウム、酸化鉄、ｃ－ＴｉＯ2 、ｃ－ＺｎＯ、ｃ－ＳｎＯ2 、イ
オン導電剤（トリメチルオクタデシルアンモニウムパークロレート，ベンジルトリメチル
アンモニウムクロリド等の四級アンモニウム塩、ホウ酸塩、過塩素酸リチウム、過塩素酸
カリウム等の構造電荷特異性陰イオン、界面活性剤等）等の従来公知の導電剤が、適宜添
加される。さらに、必要に応じて、発泡剤、架橋剤、架橋促進剤、オイル等を適宜添加し
てもよい。
【００２１】
　上記抵抗調整層２の形成材料は、例えば、その各成分をニーダー等の混練機によって混
練することにより、調製することができる。
【００２２】
　また、上記抵抗調整層２の外周面に形成される表層塗膜１０の形成材料としては、特に
限定されるものではなく、ウレタン系樹脂、アクリル系樹脂、オレフィン系樹脂、エポキ
シ系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリエステル系樹脂、アクリルフッ素系樹脂、シリコーン
変性アクリル系樹脂、フッ素化オレフィン系樹脂等、従来から帯電ロールの最外層（保護
層）として用いられているものであれば、どのような種類であっても差し支えない。そし
て、これらは単独で用いても、二種以上を併用してもよい。また、導電性付与のため、カ
ーボンブラック、金属酸化物、四級アンモニウム塩、ホウ酸塩、過塩素酸リチウム等の導
電剤が、上記材料中に適宜添加される。さらに、必要に応じて、充填剤、安定剤、紫外線
吸収剤、帯電防止剤、補強剤、滑剤、離型剤、染料、顔料、難燃剤、オイル等を適宜に配
合することができる。
【００２３】
　さらに、上記表層塗膜１０を介して前記抵抗調整層２の表面に固着される粗面形成用粒
子１１も、その材質は特に限定されるものではなく、例えば、シリカ、ウレタン樹脂、ポ
リアミド樹脂、フッ素樹脂、アクリル樹脂、メタクリル樹脂、尿素樹脂等があげられる。
これらは、単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。ただし、抵抗調整層２の
凹凸粗面に、図２に示すように固着させるには、上記抵抗調整層２の凹凸粗面の凹凸の大
きさに対し、適度の粒径に設定されていることが好ましく、しかもできるだけ粒径の揃っ
たものを用いることが望ましい。
【００２４】
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　なお、上記表層塗膜１０の形成材料は、有機溶剤に溶解され、これに、上記粗面形成用
粒子１１を分散することによりコーティング液として調製されるようになっている。上記
有機溶剤としては、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）、メタノール、トルエン、イソプロピ
ルアルコール、メチルセロソルブ、ジメチルホルムアミド等があげられる。これらは単独
であるいは二種以上併せて用いられる。
【００２５】
　本発明の帯電ロールは、これらの材料を用いて、例えば、つぎのようにして作製するこ
とができる。
【００２６】
　まず、芯金となる軸体１を用意し、その外周面に接着剤を塗布し、抵抗調整層２形成用
の金型内に装着する。そして、ニーダー等の混練機で混練した抵抗調整層２形成材料を、
金型内に注型した後、金型を閉じて加熱処理（１３０～２００℃×２０～９０分）して、
抵抗調整層２を架橋硬化させる。そして、上記金型から脱型することにより、軸体１の外
周面に抵抗調整層２が形成されたロールを取り出す。
【００２７】
　つぎに、上記ロールにおける抵抗調整層２の外周面に凹凸形状を付与して粗面化する。
粗面化の方法としては、特に限定するものではないが、例えば、研磨処理、ブラスト処理
、レーザーエッチング、プラズマエッチング等があげられる。また、このように、抵抗調
整層２の成形後、その表面を粗面化する方法以外に、例えば、抵抗調整層２を金型成形す
る際、予めその金型の内周面を、研磨等により粗面化しておき、これを抵抗調整層２の成
形面に転写することにより、成形と粗面化を一工程で行うようにしてもよい。さらに、抵
抗調整層２の形成材料に、予め粗面形成用粒子を配合しておき、上記粗面形成用粒子に由
来する凹凸が、抵抗調整層２の表面に形成されるようにしてもよい。
【００２８】
　上記粗面化によって得られる抵抗調整層２の表面粗さ（Ｒａ）は、表層塗膜１０を介し
て粗面形成用粒子１１を固着させることと、帯電性能とを考慮して、０．５～２．０μｍ
に設定することが好適である。
【００２９】
　なお、上記表面粗さ（Ｒａ）は、ＪＩＳ　Ｂ０６０１：１９９４に従って求められるも
ので、接触式表面粗さ計（サーフコム４８０Ａ、東京精密社製）を用い、下記の測定条件
で測定される９点の測定値を平均した値である。
〔測定条件〕
　触針径　　　　：２μｍ
　押し付け圧　　：０．７ｍＮ
　測定速度　　　：０．３ｍｍ／ｓｅｃ
　測定倍率　　　：５０００倍
　カットオフ波長：０．８ｍｍ
　測定長さ　　　：２．５ｍｍ
　測定個所　　　：軸方向３点×周方向３点の９点
【００３０】
　つぎに、上記粗面化された抵抗調整層２の外周面に、表層塗膜１０形成用のコーティン
グ液（粗面形成用粒子１１を分散させたもの）を塗工する。塗工方法は、特に制限するも
のではなく、ディッピング法、スプレー法、ロールコート法等の従来の方法が適用できる
。そして、塗工後、乾燥（４０℃×３０分程度）および加熱処理（加硫処理、１００～２
００℃×２０～９０分）を行うことにより、表層塗膜１０を形成する。このようにして、
図２に示すような、粗面形成用粒子１１が、その一部を上記抵抗調整層２の凹部内に嵌入
させ他の部分を上記抵抗調整層２の表面から突出させた状態で、上記表層塗膜１０を介し
て抵抗調整層２に固着された、特殊な構造の帯電ロールを作製することができる。
【００３１】
　なお、上記表層塗膜１０の膜厚は、４μｍ以下となるよう設定しなければならない。す
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なわち、膜厚が４μｍを超えると、得られる帯電ロール表面への残留電荷量が増えて応答
性が悪くなり、帯電性能が下がるからである。
【００３２】
　そして、上記表層塗膜１０からの粗面形成用粒子１１の理論露出率が５０％以上になる
ように、粗面形成用粒子１１を、表層塗膜１０を介して抵抗調整層２に固着させなければ
ならない。すなわち、上記理論露出率が５０％未満では、表層塗膜１０の表面（＝帯電ロ
ール表面）から上に突出する粗面形成用粒子１１の高さが低くなり、この粗面形成用粒子
１１の根元部と、抵抗調整層２表面の凹部との間に形成される空隙が小さくなり、この部
分を放電領域として利用する効果が小さくなるからである。
【００３３】
　なお、上記粗面形成用粒子１１の理論露出率は、下記の式（１）で求めることができる
。
【００３４】
【数１】

【００３５】
　また、上記表層塗膜１０からの粗面形成用粒子１１の理論露出率を５０％以上にするに
は、表層塗膜１０形成用の塗膜材料と粗面形成用粒子１１を用いてコーティング液を調製
する際、その組成および粗面形成用粒子１１の大きさを適宜調製する必要がある。特に、
形成用粒子１１の粒径は、抵抗調整層２の表面粗さ（Ｒａ）の程度も考慮して選択するこ
とが望ましい。ちなみに、抵抗調整層２の表面粗さ（Ｒａ）が０．５～１．０μｍの場合
、粗面形成用粒子１１は、平均粒径が３～６μｍのものを用いることが好ましく、抵抗調
整層の表面粗さ（Ｒａ）が１．０～２．０μｍの場合、平均粒径が５～８μｍのものを用
いることが好ましい。
【００３６】
　なお、本発明において、上記粗面形成用粒子１１の平均粒径は、母集団から任意に抽出
される試料を用いて導出される値である。また、粒子形状が真球状ではなく楕円球状（断
面が楕円の球）等のように一律に粒径が定まらない場合には、最長径と最短径との単純平
均値をその粒子の粒径とする。
【００３７】
　このようにして得られる帯電ロールは、内側に設けられる抵抗調整層２の表面が、凹凸
粗面に形成され、その上に、４μｍ以下のごく薄い表層塗膜１０が形成されており、その
表層塗膜１０を介して、粗面形成用粒子１１が、その一部を上記抵抗調整層２表面の凹部
内に嵌入させ他の部分を上記抵抗調整層２表面から突出させた状態で固着されて、粗面形
成用粒子１１の表層塗膜１０からの理論露出率が５０％以上となるよう設定されている。
このため、上記粗面形成用粒子１１によって帯電ロール表面に均一な凹凸粗面が形成され
、また、上記粗面形成用粒子１１と抵抗調整層２凹部の底部との間に形成される空隙によ
って、放電領域がより大きくなるため、非常に均一で安定した帯電性能を備えたものとな
る。
【００３８】
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　したがって、上記帯電ロールを用いて得られる画像は、長期にわたって画像不具合を発
生することなく、良好である。さらに、優れた帯電性能を備えているため、これを組み込
んだ装置において、電源コストの低減化を実現することができる。
【００３９】
　なお、上記抵抗調整層２の厚みは、特に限定されるものではなく、要求される形態、特
性に応じて、適宜に設定される。
【００４０】
　そして、本発明の帯電ロールは、図１に示すような２層構造のものに限定されるもので
なく、例えば、軸体１と抵抗調整層２の間に、導電性弾性体層や軟化剤移行防止層等を、
必要に応じて適宜設けることができる。
【００４１】
　つぎに、実施例について比較例と併せて説明する。
【実施例】
【００４２】
〔実施例１〕
　まず、下記のとおり、抵抗調整層形成材料と表層塗膜形成材料（組成イ）と粗面形成用
粒子ａとを準備した。そして、それらを用いて、後記の方法にしたがって、帯電ロールを
作製した。
【００４３】
〔抵抗調整層形成材料の組成〕
　ヒドリンゴム（ダイソー社製、エピクロマーＣＧ１０２　）　　　１００　　重量部
　ステアリン酸（花王社製、ルナックＳ３０）　　　　　　　　　　　　１　　　〃
　酸化亜鉛２種　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５　　　〃
　ハイドロタルサイト（協和化学社製、ＤＨＴ－４Ａ）　　　　　　　　３　　　〃
　粉末イオウ（鶴見化学社製）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．５　〃
　加硫促進剤（大内新興化学工業社製、ノクセラーＤＭ）　　　　　　　１．５　〃
　　〃　　　（大内新興化学工業社製、ノクセラーＴＳ）　　　　　　　０．５　〃
　イオン導電剤（トリメチルオクタデシルアンモニウムパークロレート）１　　　〃
【００４４】
〔表層塗膜形成材料の組成イ〕
　ポリアミド樹脂（ナガセケムテックス社製、トレジンＥＦ３０Ｔ）　　１００重量部
　イオン導電剤（トリメチルオクタデシルアンモニウムパークロレート）　　１　〃
　メタノール／蒸留水＝３／１の混合溶剤（有効成分が５重量％となるよう調製）
【００４５】
〔粗面形成用粒子ａ〕
　平均粒径８μｍのウレタン粒子（大日精化社製、ダイミックビーズＵＣＮ５０７０Ｄ）
【００４６】
〔帯電ロールの作製〕
　まず、前記抵抗調整層形成材料を、バンバリーミキサーにて混練りして、成型用のゴム
材料を得た。また、上記表層塗膜形成材料によって調製された液に、上記粗面形成用粒子
であるウレタンビーズを、ポリアミド樹脂１００重量部に対し３０重量部となる割合で配
合して分散させることにより、コーティング液を得た。
【００４７】
　そして、直径６ｍｍの芯金を用意し、その外周面に接着剤を塗布した後、所定の金型内
に装填し、金型内の中空部に、前記抵抗調整層形成材料を注型した。そして、金型を閉じ
て、加熱処理（一次加硫１５０℃×３０分、二次加硫１６０℃×６０分）を行うことによ
り加硫硬化させ、上記金型から脱型することにより、芯金の外周面に抵抗調整層が形成さ
れたロール中間体を取り出した。なお、この抵抗調整層の厚みは１．５ｍｍであった。
【００４８】
　そして、上記抵抗調整層の表面に対し、その表面粗さ（Ｒａ）が１．５μｍとなるよう
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研磨処理を行った後、その外周面に、前記コーティング液を、乾燥後の表層塗膜の厚みが
２．０μｍとなるようロールコート法により塗工した。その後、乾燥（４０℃×３０分）
および加熱処理（１２０℃×３０分）を行うことにより、表層塗膜を形成して、図１に示
す２層構造の帯電ロールを作製した。
【００４９】
〔実施例２～１１、比較例１～３〕
　上記実施例１とは異なる、下記の３種類の組成ロ～ニからなる表層塗膜形成材料を用意
した。また、上記実施例１とは異なる、後記の４種類の粗面形成用粒子ｂ～ｅを用意した
。
【００５０】
〔表層塗膜形成材料の組成ロ〕
　ＮＢＲ（アクリロニトリル量３４％：ＪＳＲ社製、Ｎ２３１Ｈ）　　　　５０重量部
　レゾール型フェノール樹脂（住友デュレズ社製，スミライトレジンＰＲ－１７５）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０重量部
　イオン導電剤（トリメチルオクタデシルアンモニウムパークロレート）　　１　〃
　ＭＥＫ（有効成分が３重量％となるよう調製）
【００５１】
〔表層塗膜形成材料の組成ハ〕
　フッ素変性アクリル樹脂（大日本インキ化学工業社製、ディフェンサＴＲ２３０Ｋ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量部
　イオン導電剤（トリメチルオクタデシルアンモニウムパークロレート）　　１　〃
　ＭＥＫ（有効成分が３重量％となるよう調製）
【００５２】
〔表層塗膜形成材料の組成ニ〕
　エチレンオキサイド含有光重合性モノマー（ポリエチレングリコールジアクリレート：
　新中村化学工業社製）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０重量部
　環状不飽和化合物エチレンオキサイド含有光重合性モノマー（ビスフェノールＡ　エチ
　レンオキサイド変性ジアクリレート、ｍ＋ｎ≒２０：新中村化学工業社製）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０重量部
　イオン導電剤（トリメチルオクタデシルアンモニウムパークロレート）　　３　〃
　光重合開始剤（千葉スペシャリティーケミカルズ社製）　　　　　　　　　１　〃
　ＭＥＫ（有効成分が３重量％となるよう調製）
【００５３】
〔粗面形成用粒子ｂ〕
　平均粒径４μｍの多孔質球形シリカ（富士シリシア社製、サイロスフィアＣ－１５０４
　）
【００５４】
〔粗面形成用粒子ｃ〕
　平均粒径３μｍのＰＭＭＡ粒子（綜研化学社製、ケミスノーＭＸ３００）
【００５５】
〔粗面形成用粒子ｄ〕
　平均粒径１．５μｍのＰＭＭＡ粒子（綜研化学社製、ケミスノーＭＸ１５０）
【００５６】
〔粗面形成用粒子ｅ〕
　平均粒径１０μｍの多孔質球形シリカ（富士シリシア社製、サイロスフィアＣ－１５１
　０）
【００５７】
　そして、各帯電ロールの抵抗調整層の表面粗さ、表層塗膜の形成材料組成、塗膜厚み、
粗面形成用粒子の種類等を変えることにより、後記の表１～表４に示す構成的特徴を備え
た１０種類の実施例品（２～１１）と、３種類の比較例品（１～３）を得た。なお、実施
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１における表層塗膜形成時の加熱処理条件は１００℃×３０分である。それ以外は、特に
明記する以外は、各例とも同一形成材料、同一条件で作製されている。また、前記実施例
１についても、後記の表１に併せて示した。
【００５８】
　このようにして得られた各帯電ロールについて、下記の方法にしたがって、その帯電性
能評価と、耐久後の画像評価と、粒子脱落性評価とを行い、その結果を後記の表１～表４
に併せて示した。
【００５９】
〔帯電性能評価〕
　図３に示すように、実際の感光ドラム２０に帯電ロール２１を組み付け、帯電ロール２
１に、高圧電源２２からアンプ２３を介して－１．２ｋＶの電圧を印加した。そして、上
記感光ドラム２０を１／４周だけ回転させた後のドラム電位量を、軸方向に移動して連続
的にその表面電位を測定する高圧プローブ２４を備えた電位測定器（図示せず）を用いて
測定した。そして、下記の式（２）によって、電位量のばらつき（Ｖ）を算出した。そし
て、ばらつきが、６Ｖ未満の場合…◎、６Ｖ以上１０Ｖ未満の場合…○、１０Ｖ以上１５
Ｖ未満の場合…△、１５Ｖ以上の場合…×として評価した。
【００６０】
【数２】

【００６１】
〔耐久画像評価〕
　帯電ロールを、市販のレーザープリンタに組み込み、実際に１．８万枚のプリントを行
った。そして、そのプリント画像を目視により観察し、プリント画像に問題がなく、細線
にいたるまで鮮明にプリントされたものを◎、かすれやかぶり等がごくわずかに発生して
いるが実用上問題ないものを○、かすれやかぶり等がわずかに発生しており実用上気にな
るものを△、かすれやかぶり等が明らかに発生しており実用的でないものを×とした。な
お、かすれとは、細線がとぎれたものをいい、かぶりとは、イメージのないところにトナ
ーが飛んでいるものをいう。
【００６２】
〔粒子脱落性評価〕
　帯電ロールの表面に、０．１Ｎの押付荷重でコットンを押し付け、ロール表面を１０回
空拭きした。そして、上記空拭き前後における粗面形成用粒子の脱落の有無を顕微鏡（×
４００倍）で観察し、全く脱落がないものを◎、１０％未満の脱落があったものを○、１
０％以上の脱落があったものを△として評価した。
【００６３】
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【００６４】
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【表２】

【００６５】
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【表３】

【００６６】
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【表４】

【００６７】
　上記の結果から、表層塗膜の膜厚と粗面形成用粒子の表層塗膜からの理論露出率が、本
発明の特定範囲を満たす実施例品は、優れた帯電性能を備えており、耐久画像評価も高い
ことがわかる。一方、本発明の特定範囲から外れる比較例品は、いずれも実施例品に比べ
て、帯電性能および耐久画像評価に問題があることがわかる。
【図面の簡単な説明】
【００６８】
【図１】本発明の帯電ロールの一実施例を示す断面図である。
【図２】上記実施例の模式的な部分拡大断面図である。
【図３】帯電ロールの帯電特性評価方法の説明図である。
【図４】従来の帯電ロールの一例を示す模式的な部分拡大断面図である。
【符号の説明】
【００６９】
　１　軸体
　２　抵抗調整層
  １０　表層塗膜
　１１　粗面形成用粒子
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